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   Applicability of digital elevation model (DEM)-based empirical models such as Laharz and Flow-R to an urban area 

for predicting debris flow inundation areas is discussed using the pre-event DEM in Hiroshima city area affected by 

the debris flow event in August 2014.  While Laharz can predict the runout distance by the function of flow volumes,  

Flow-R can evaluate the bifurcation of the flow to multiple directions.  The simulations revealed that Flow-R can more 

accurately reproduced the debris flow inundation areas because the wider flow spreading is important in the urban area 

located on low-slope open-basin.  The debris flow susceptibility mapping by Flow-R is validated with the actual 

inundation areas and the designated debris flow prone areas. 
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１．はじめに 
 

豪雨により引き起こされる斜面崩壊，地すべり，土石

流といった土砂災害は，世界各地で頻発しており，多く

の物的被害，人的被害が生じている．土砂災害は自然災

害の中でも発生頻度が高く，わが国では過去10年間

（2006～2015年）に平均で年1,000件もの土砂災害が発生

している1)．最近では2014年8月に発生した豪雨により，

広島市安佐北区，安佐南区で多数の土石流が発生し，甚

大な被害が発生した．20世紀中頃以降の急速な都市の発

展により，平地だけでなく山地や丘陵といった傾斜地へ

拡大した市街地が広く存在していることから，広島での

災害のような都市域における土砂災害に対する対策を考

えておくことは，防災上ますます重要となっている． 

近年では，土砂災害による被害の防止・軽減を目的と

して，砂防堰堤などの土砂災害防止施設の整備や警戒避

難体制の充実・強化など，ハード・ソフト面での災害対

策が進められている．ソフト面の対策のひとつとして，

2015年に改正された土砂災害防止法に基づく土砂災害警

戒区域や土砂災害特別区域の指定が各地で進められてい

る．例えば，広島県では警戒区域の指定のための基礎調

査が進められており2)，その結果はWebのハザードマップ

上へ順次公開されている3)．この基礎調査では，現地の

地形や地質の調査，過去の災害実績の調査等の詳細な調

査が行われる．しかし，対象となる危険箇所は全国で約

65万箇所4)，広島県内でも約3万2千箇所5)も存在すること

から，調査には多大な労力と時間が必要となる．国土交

通省は2019年度末までに全国の基礎調査を完了させるよ

う各自治体に求めているが，調査の困難さもあって自治

体によっては進捗が遅れているとの報告もある6)．これ

らの調査に要する労力を軽減するには，数値標高モデル

（Digital Elevation Model：DEM）を用いて，簡便に広域

の土砂災害危険箇所を把握することが有効であると考え

られる例えば，7, 8)． 

土砂災害のうち，土石流は短時間のうちに広範囲へ土

砂が流出することから，甚大な被害を引き起こすことが

多く，予想される氾濫範囲をあらかじめ把握しておくこ

とが重要となる．DEMを用いて土石流の氾濫範囲を予測

する手法は数多く提案されている．これらの手法のうち，

動的数値シミュレーションに基づく方法例えば，9～12)は，上

流の崩壊箇所から下流の氾濫域までの土砂の動きをとら

えることが可能であるから，個々の渓流に対する氾濫域

を詳細に評価するには適している．しかし，解析には対

象地域固有の多数の土質情報が必要となることから，広

域に対する予測を行うことは難しい． 

近年，より簡便な氾濫域の予測手法として，過去の土

石流災害によるデータに基づく経験的な方法がいくつか

提案されている．これらの方法のうち，Laharz13, 14)は，

過去の土砂災害のデータから構築した崩壊土砂量と氾濫

面積の関係式を利用して，想定される崩壊土砂量に対す

る氾濫域を予測する手法である．土石流だけでなく，火

山泥流（ラハール）や岩石なだれに対する経験式が構築
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されている．土砂量を入力値とするため，異なる土砂量

に対する氾濫域の変化を評価することが可能であるが，

単一方向への土砂の流れしか考慮できない．一方で，

Flow-R15，16)は，過去の土石流データに基づく閾値等を用

いて，土石流の発生箇所や土砂の氾濫域を半自動的に計

算するモデルである．Flow-Rは多方向への土砂の分岐を

計算することができるが，崩壊土砂量を考慮していない

ため，土砂量の違いによる氾濫域の変化を評価すること

はできない．いずれの手法も，世界各地の傾斜地への適

用性が検討されているが17～20)，対象地域は宅地開発され

ていない比較的単純な地形による山地や丘陵地が多く，

傾斜地が隣接する市街地に対する適用性は十分に検討さ

れていない． 

そこで本研究では，広域での簡便な土石流氾濫域の評

価手法の確立に資することを目的として，2014年8月の広

島市土砂災害により甚大な被害が生じた地域を対象とし

て，DEMによる経験的な土石流氾濫域の評価手法を適用

する．実際の氾濫域や指定された土砂災害警戒区域との

比較から，精度良く氾濫域を評価する手法を検討すると

共に，手法の適用範囲を明らかにする． 

 

２．対象地域と使用したデータ 
 

本研究では，2014年8月20日に発生した土石流により被

害が生じた広島市安佐北区，安佐南区の被災地周辺を対

象とした．被災地では災害後に高解像度なDEMが得られ

ており，崩壊土砂量の分布や総量の把握に利用されてい

る21)．しかし，氾濫域の予測手法を検証するには，災害

前のデータを用いる必要がある．また，手法を広域に適

用することを考えると，全国的に整備されているデータ

を用いることが望ましい．そこで，本解析には国土地理

院による5mメッシュのDEM22)を用いることとした．この

DEMは航空レーザ測量によって取得されたデータであり，

わが国では人口の少ない山地以外のほとんどの地域で整

備されている．なお，対象地域のDEMは2009年に作成さ

れたものである． 

対象地域のDEMによる地形陰影図を図1(a)に示す．図

中の赤色は土石流により土砂が氾濫した箇所を表す．こ

れらの地域は，災害後の航空写真，現地調査結果などを

参考にして判読した．図中の青線は，8月19日午後6時か

ら8月20日午前6時までの12時間における累積降雨量が

180mmとなる地域23)を表す．これをみると，土石流は累

積降雨量が180mm以上の地域で発生したことがわかる．

また，DEMによる勾配の分布をみたところ，土石流の源

頭部からの上流域では30度以上の地域が多いが，下流域

の土砂が堆積する範囲では15度以下で，住宅等が分布す

る地域は0～10度程度となっており，勾配の小さい地域ま

で土石流が氾濫していた．図1(b)は同地域の地理院地図

と氾濫域を表している． 

なお，土石流の氾濫解析においては，樹木や家屋が土

砂の流れに影響を及ぼすことが指摘されている24，25)．し

かし，これらの地物の影響は，流出する土砂の特性や量，

樹木の種類や大きさ，建物の構造や壁・窓の配置，塀の

有無などに依存すると考えられることから，広域に対し

て統一的な評価を行うことは難しい．このため，本研究

では地物の影響は考えず，DEMのみを用いて評価を行う

こととした． 

 

３．経験的な土石流氾濫域の評価手法 
 

 本研究では，簡便な土石流氾濫域の評価手法として，

LaharzとFlow-Rを適用することとした．両者ともDEMの

みを利用した解析が可能であり，比較的少ないパラメー

タで土石流による氾濫域を予測することができる．以下

にそれぞれの手法の概要を示す． 

 

(1) Laharzによる手法 

 Laharz14)は，米国地質調査所の研究グループが開発し

た無償のソフトウェアで，Web上でダウンロード可能27)

であり，ArcGIS上のツールボックスとして使用できる．

主として土砂が下流域のどの範囲まで氾濫（堆積）する

のかを予測する手法であり，Laharzにおける評価方法の

模式図を図2に示す．まず，源頭部から土砂が堆積し始め

る地点までの上流側の地域を土砂生成域，土砂が堆積す

る下流側の地域を土砂氾濫域に分け，土砂が堆積し始め

 

 
図 1 (a)対象地域の地形陰影図と 2014年の土石流災害

による氾濫域および累積降雨量 180mmの範囲 

(b)対象地域における地理院地図（標準地図） 
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る地点を手動ないし半自動的に設定する．次に，過去の

土砂災害データから構築した土砂氾濫域における土砂量

と氾濫面積の関係式を利用して，与えられた土砂量に対

する氾濫域を求める．関係式は以下の2つからなる． 

 
2/30.1A V                                         (1) 

 
2/320B V                                          (2) 

 

ここで，V は想定する崩壊土砂量（m3），A は土砂流出

方向と直交する面における氾濫域の断面積（m2），B は

全体の氾濫面積（m2）を表す．これらの関係式は過去の

世界各地の土石流災害のデータベースから構築されたも

のとなっている 13)． 

解析では，まず想定される土砂量と土砂堆積開始地点

を設定する．与えられた開始点から，最急勾配となる方

向を土砂流出方向として求め，それに直交する方向に対

して，式（1）を満たす範囲を氾濫域として抽出する．次

に，土砂流出方向のピクセルへ移動して，再度式（1）を

満たす範囲を抽出する．この処理を繰り返し，氾濫面積

の合計が式（2）を満足するまで行う．以上により抽出さ

れた範囲が土砂氾濫域として出力される．これらの処理

により，与えられた土砂量に対する氾濫域を求めること

ができる． 

最近の研究では，土砂内の水分量や土粒子の大きさの

違いなどにより，式（2）の関係式では氾濫域を過小評価

する場合があることから，以下の式を用いる方法も提案

されている 20)． 

 
2/340B V                                     (3) 

 

事前解析から，対象地域では式（3）の方が実際の氾濫

域に近い結果が得られたことから，本研究では氾濫面積

の経験式として式（3）を用いることとした．なお，

Laharz による適用範囲は，崩壊土砂量で 101～107（m3）

程度であり，広島市土砂災害による崩壊土砂量は最大で

も 105（m3）程度であったため 21)，適用範囲内にある． 

 

(2) Flow-Rによる手法 

 Flow-R16)は，スイスの研究グループが開発した無償の

ソフトウェアで，Web 上でダウンロード可能 28)であり，

計算結果をArcGIS上で表示することができる．Flow-Rで

は，まず山地上流での崩壊開始点（ピクセル）に氾濫危

険度1.0の初期値を与え，その周囲の標高の低い全てのピ

クセルに対して勾配の大きさに応じて危険度を分配する．

危険度が分配された全ピクセルに対して同様の処理を繰

り返し，各ピクセルにおける危険度を算出する．氾濫域

の末端部がある条件を満たしたときに計算を終了する．

本手法では，得られた危険度の大きさを擬似的に確率表

示することにより氾濫域を出力する．Flow-R における土

砂の流れの模式図を図 3 に示す．あるピクセルでの危険

度の大きさは以下の式で表される． 
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ここで， 0p は中心ピクセルにおける危険度の大きさ，i，

jは周囲の方向を表し（3x3ピクセルの計 8方向）， ip は

i 方向へ分配された危険度の大きさ， fd

ip は i 方向に分配

する危険度の割合， p

ip および ( )iw は周囲のピクセルへ

の土砂の流れやすさを表す係数， ( )i は土砂の進行方向

の角度（0，45，90，135，180 度）を表す．式（5）の 

は，中心ピクセルから周囲のピクセルに対する下り方向

の勾配を表す．この式は，中心のピクセルに比べて標高

の低い全てのピクセルに対して危険度を分配する式であ

り，多方向への土砂の流れが計算できる．式中の x は危

険度の分配度合いを表す係数であり， xとすると

Laharz と同じく単一方向にのみ土砂の流れを与える式，

逆に x を小さすると多方向により多くの危険度を配分す

る式となり，x =4～6程度の値が推奨されている 16)． 

Flow-R では中心のピクセルの標高を dh (m)分だけかさ

上げすることで，元データの勾配よりも大きな勾配を与

 
図 2 Laharzによる土砂堆積域計算の模式図 14）に加筆 

土砂生産域
（浸食域）

土砂氾濫域
（堆積域）

断面積, A

氾濫面積, B

流路

崩壊

土砂堆積
開始地点

 
図 3 Flow-Rによる土砂の流れの模式図 16）に加筆 

 

表 1 土砂の流れやすさを表す係数 

 

最急勾配方向

w0 w45 w90 w135 w180

Default 1 1 1 1 1

Gamma 1.5 1 1 1 0
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え，より広範囲への土砂の氾濫を求めることができる．

この処理により，局所的な凹地での誤計算を防ぎ，実際

の氾濫域を精度良く評価できることが示されている 16)． 

また，周囲 8 方向への係数 w の代表的な値として，表 1

に示す値が使用できる．表中の 0w は土砂の進行方向つま

り最急勾配方向への重みを表し，逆に 180w は進行方向と

逆方向への重みを表す．通常の Defaultの設定では全ての

方向への重みを 1 とするが，Gamma による方法のように

進行方向への重みを大きくし，逆方向への重みをゼロと

して過剰な土砂の伝播を抑制する方法が使用できる 16)． 

計算を終了するための条件として，非線形摩擦則に基

づく方法と限界到達角に基づく方法の 2 つが使用できる．

前者は物理的に明快な条件式となっているが，摩擦係数

や土の流動しやすさを表す係数等が必要となる．この条

件式で用いるパラメータを現地計測等で得ることは難し

く，実際にはパラメータスタディによって適当な値を探

すことが行われる 20)．後者は崩壊開始点から氾濫域末端

部までの水平到達距離と標高差のなす角度を到達角と定

義して，その下限値を設定し，到達角が下限値に達する

と計算を終了する．過去の土砂災害データから，到達角

の下限値として，比較的粒径の粗い土砂については 11度，

細かい土砂については 7 度という経験値が利用されるこ

とが多い 16)． 

本手法で得られる危険度は，物理的に厳密な土石流が

氾濫する可能性を示す確率値ではなく，氾濫しやすさを

定性的に表したものである．また，土砂量については考

慮していないため，本手法で得られる分布は，ある崩壊

箇所から予測される最大の氾濫範囲を表すものである． 

 

４．各手法による計算結果 
 

本検討では，主に市街地の存在する下流域での土石流

の氾濫域の計算結果について比較するために，Laharz に

よる計算で必要な土砂堆積開始値点は，2014 年の土石流

災害での航空写真や災害前後の標高差分布 21)を参考にし

て，あらかじめ開始点を与えることとした．また，入力

値として崩壊土砂量を与える．2014 年の災害では，各流

域で事前に予測されていた土砂量の最大 4 倍以上もの土

砂が流出した 26)ことから，解析では，実際に流出した土

砂量や事前に基礎調査書で想定されていた土砂量など複

数のケースの土砂量を与えて氾濫域を計算した． 

Flow-Rにおいても，本解析では上流の崩壊箇所は 2014

年の災害での崩壊開始地点をあらかじめ与えた．その他

のパラメータとして，x =4，dh =2m，w の分布は Default

によるものを与えた（以降，条件 A とする）．表 2 に条

件 A をまとめたものを示す．計算終了条件としては限界

到達角による閾値を用いた．対象地域では，比較的粒径

の細かい土砂が流出したことから 23)，本研究では下限値

を 7 度と設定して計算した．計算の結果得られる危険度

の下限値を 0 として表示すると過大な範囲が氾濫域とし

て推定されることから，既往の研究 16)において標準的な

下限値として用いられている 0.0003 を採用した．つまり，

解析では 0.0003～1.0までの大きさの危険度をもつピクセ

ルを出力する． 

2014 年の土石流で最も甚大な被害が生じた八木三丁目

の県営緑丘住宅周辺（図 1 中の①で示す箇所）での土石

流における計算結果の比較を図 4 に示す．図中の青枠は

航空写真や現地調査等から判読した土石流氾濫域，黒枠

は建物被害が発生した範囲を表す．この箇所では 2 つの

流路による土石流が下流域で合流しているが，本解析で

は南西側の主たる流路を対象として計算を行った． 

図 4(b)でカラーで示している箇所が Laharz によってそ

れぞれの土砂量に対する計算結果を表す．赤色で示す範

囲が災害前に想定されていた土砂量（7,000m3）29)に対す

る結果を，黄色で示す範囲が実際の災害で流出した土砂

量（36,000m3）を表す．式（3）から求まる前者の氾濫面

積は約 15,000m2 であるのに対して，後者の氾濫面積は

44,000m2となり，土砂量が約 5倍となると氾濫面積が約 3

倍に増大することがわかる．黄色で示す範囲は，実際の

氾濫域全体と比べるとやや過小評価となっているが，建

物被害が発生した範囲はカバーできており，主要な氾濫

域については評価できている．ただし，Laharz による計

算では，末端部においてギザギザ状のやや不自然な氾濫

域が求められている．これは，傾斜が小さくフラットに

近い地形上では浸水深さが大きくなりにくく，式（1）に

よる断面積の条件を満たすために，より遠くの範囲まで

氾濫域として抽出されてしまうためである．この傾向は，

崩壊土砂量が大きく，より下流の平坦な地域まで土砂氾

濫域が及ぶ場合に顕著になる． 

図 4(c)に Flow-Rによる計算結果を示す．崩壊開始点は

図の範囲外の北側にある上流に設定した．図中の黄色～

赤色で示された範囲が，推定された土砂氾濫域を表す．

Laharz による結果と比べると，多方向への土砂流出を考

慮しているため，より広範囲が氾濫域として抽出されて

おり，実際の氾濫域とよい対応を示している．ただし，

末端部はやや過小評価となっている．これは末端部手前

において下限到達角が 7 度に達してしまったためである． 

パラメータによる計算結果の違いを比較するために，

条件を x =4，dh =0m，wの分布を Gammaによるものを用

いた場合（以降，条件 B とする）の結果を図 4(d)に示す．

表 2 に条件 B をまとめたものを示す．この条件は広範囲

への土砂の流出を抑制するものであり，推定される氾濫

域は小さくなるものと予想される． 

条件 A による結果と比較すると，建物被害が発生した

地域はカバーできているものの，氾濫域は小さく，実際

の氾濫域と比べてもやや過小評価となっている．また，

被災箇所の末端部には破線で示すように土石流と直交す

る方向に水路が存在し，被災時には土砂が水路から溢れ，

より南側へ流出した．条件 A では中心ピクセルでの標高

をかさ上げしたことにより，この土砂の流出をある程度

表現できている．しかし，条件 B では標高のかさ上げが

されていないため，この水路が局所的な凹地となって計

算が終了している．このような狭小な水路での溢流 を考

慮するには，中心ピクセルへの標高のかさ上げが有効で

あることがわかった． 

別の例として，八木三丁目阿武の里団地周辺（図 1 中

の②で示す箇所）における斜め写真 26)を図 5 に示す．現

地調査 29)によると，土石流の第 1 波は北東側の流路を通

って伝播し，下流の住宅地に到達した．その後，第 1 波

により上流で堆積した土砂の影響により流路が変化し，

第 2 波は南西側の流路を大量の土砂が伝播した．このた

め，第 2 波の流路の下流にある住宅地では多くの建物に

被害が生じた．つまり，この地域では土石流の分岐が発

生し，互いに異なる流路を通って土砂が流出した． 

この土石流での計算結果を図 6 に示す．この箇所で事

前に想定されていた土砂量は8,000m3，実際に流出した土

砂量は 30,000m3であった 29)．Laharzでは土砂堆積開始地

点をわずかに変化させた 2 箇所を設定して計算した．そ
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れらの結果をみると，図 6(b)のように開始地点を北東側

に設置すると，第 1 波の流路を取って下流へ伝播する様

子が求められた．一方で，図 6(c)のように開始地点を南

西側に設置すると，上流部は第 2 波の流路を通るものの，

下流部では建物被害地域よりさらに西側の流路を伝播し

ている様子がみられる．いずれのケースでも建物被害地

域での氾濫を再現できていない．これは，Laharz では単

一の流れ方向しか考慮していないため，土石流の分岐を

表現できないためと考えられる．対象地域のように比較

的勾配が緩い地形では，わずかな開始地点の違いが勾配

方向の違いをもたらし，推定される氾濫域にも大きな違

いとなって現れる場合があることがわかった． 

一方で，Flow-Rによる条件 Aでの計算結果を図 6(d)，

条件 B での結果を図 6(e)に示す．末端部までの到達距離

は両者に大きな違いはみられず，いずれのケースでも実

際の氾濫域とほぼ同程度の距離まで推定された．ただし，

条件 B による計算では，第 1 波の流路しか採用されず，

土砂の分岐が表現されないために氾濫域の幅が過小評価

されている．それに対して，条件 A による結果では，よ

り広範囲への氾濫が求まるために，実際の氾濫域のほと

んどをカバーしていることがわかる．  

以上より，Laharz は土砂量の違いによる土砂の到達距

離の変化を評価するのには有効であった．ただし，土石

流の分岐により広範囲へ土砂が流出する場合， Flow-Rの

方が実際の氾濫域を精度良く評価できること，Flow-R の

解析条件としては，広範囲への氾濫を評価できる条件を

用いることが有効であること，がわかった． 

 

 

表 2 Flow-Rの解析条件 

 
 

 
図 4 県営緑丘住宅周辺での計算結果 (a) 災害後航空

写真と土石流氾濫域，(b) Laharzによる計算結果，

(c) Flow-Rによる条件 Aでの計算結果，(d) Flow-R

による条件 Bでの計算結果 

条件 x dh  (m) 係数wα(i) 下限到達角

A 4 2.0 Default 7度

B 4 0.0 Gamma 7度

土砂堆積開始地点

崩壊開始地点

(a) (b)

(c) (d)

崩壊土砂量
■：7,000 m3

■：15,000 m3

■：36,000 m3

■：70,000 m3土石流氾濫域

建物被害
地域

氾濫危険度

High: 1.0

Low: 0.0003

氾濫危険度

High: 1.0

Low: 0.0003

N

 
図 5 阿武の里団地における土石流の挙動と 

建物被害地域 

 

 
図 6 阿武の里団地周辺での計算結果 (a) 災害後航空

写真と土石流氾濫域，(b), (c) Laharzによる計算結

果，(d) Flow-Rによる条件 Aでの計算結果， 

(e) Flow-Rによる条件 Bでの計算結果 

第1波第2波

建物被害
地域

N

土砂堆積開始地点

崩壊開始地点

氾濫危険度

High: 1.0

Low: 0.0003

氾濫危険度

High: 1.0

Low: 0.0003

(a)

(b)

(d) (e)

(c)

崩壊土砂量
■：8,000 m3

■：15,000 m3

■：30,000 m3

■：60,000 m3

崩壊土砂量
■：8,000 m3

■：15,000 m3

■：30,000 m3

■：60,000 m3

土砂堆積開始地点

N
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５．Flow-Rによる土石流氾濫域の予測 

 

 Flow-R によって実際の氾濫域をどの程度抽出できるの

かを調べるために，図 1 中の破線枠で示す八木・緑井地

区を対象として，2014 年災害時の崩壊開始点を与え，条

件 A による氾濫域を計算した結果を図 7 に示す．図 7(a)

は地理院地図と氾濫域，(b)は計算結果と氾濫域を表して

いる．図は被害の大きかった地域を拡大したものを示し

ている．また，実際の氾濫域と比較した場合の抽出精度

を表 3 に示す．表中には，実際の氾濫域および非氾濫域

をどの程度抽出できたかを表すプロデューサ精度（抽出

率），推定した氾濫域および非氾濫域がどの程度実際と

対応しているかを表すユーザ精度（正答率）および総合

精度も併せて示している．なお，Flow-R による計算では，

土砂量を考慮しておらず，想定される最大の氾濫域を推

定しているため，計算では実際の氾濫域よりも広い範囲

が氾濫域として抽出され，安全側の評価となる．このた

め，氾濫域のユーザ精度は低くなる．しかし，表 3 をみ

ると，氾濫域のユーザ精度以外の精度は全体的に高く，

特に氾濫域のプロデューサー精度は約 85%と高かった．

なお，一般に氾濫域に比べて非氾濫域の面積の方が大き

いため，総合精度は非氾濫域のプロデューサ精度・ユー

ザ精度に大きく左右される．本研究では，主に氾濫域の

プロデューサ精度とユーザ精度について議論することと

し，それ以外の精度については参考のために示すものと

する．図 7 に示すように，氾濫域の末端部ではやや過小

評価となる地域がみられるが，建物被害をもたらすよう

な主要な氾濫域は抽出できていることがわかる．このこ

 

 
図 7 (a)八木・緑井地区における地理院地図と土石流氾濫域 

(b) Flow-Rによる土石流氾濫域の評価結果 

土石流氾濫域

建物被害地域

500m

N

(a)

氾濫危険度
High: 1.0

Low: 0.0003

土石流氾濫域

建物被害地域

500m

N

(b)
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とは，土石流の発生源を特定できれば，高い精度で氾濫

域を予測できることを示している．  

ここで，広域での土石流発生危険箇所を事前に把握し

ておくには，上述までの検討のように実際の事例から土

石流の崩壊開始点を与える場合だけでなく，発生源が未

知な状態における土石流氾濫域の評価を行い，実際の氾

濫域や指定されている警戒区域と比較することが重要で

ある． Flow-Rでは，ユーザの指定する地質図や土地利用

図などの地図データおよびDEMによる地形情報を基に発

生源を与えることができる．特に，DEM による地形情報

として，各ピクセルの斜面勾配（度）と上流累積流量

（m2）の値が閾値以上となるピクセルを土石流の発生源

として推定する方法が提案されている．ここで用いる閾

値には，まれに発生する土石流（Rare event）とごくまれ

に発生する土石流（Extreme event）の2通りが想定されて

おり，それぞれの閾値は以下の通り設定される． 

 
0.2 2

thres uca uca

2

thres uca

tan 0.32     if   < 2.5km

tan 0.26              if   2.5km

S S

S





 


 

         (7) 

 
0.15 2

thres uca uca

2

thres uca

tan 0.31     if   < 2.5km

tan 0.26               if   2.5km

S S

S





 


 

         (8) 

 

式中の
thres は各ピクセルの斜面勾配，

ucaS は上流累積流

量を表す．また，これらの式を図示したものを図 8 に示

す．図中の実線ないし破線よりも大きな値をもつピクセ

ル，つまり水が集まりやすく勾配の大きなピクセルを土

石流の発生源として与える．Extreme event の閾値の方が

小さく，より多くの発生源を与えるモデルとなっている．

両モデルによる閾値で試算したところ，2014 年に発生し

た 174箇所の土石流のうち，Rare eventの閾値では 132箇

所，Extreme event の閾値では 154 箇所の土石流の発生源

を抽出できた．抽出できなかった土石流はいずれも規模

の小さいものであったが，なるべく漏れの少ない推定を

行うために，本検討では Extreme event の閾値を用いて発

生源を与えることとした．なお，各ピクセルの斜面勾配

と上流累積流量は，それぞれ ArcGIS の Spatial Analyst ツ

ールによる Slopeと Flow Accumulation 計算機能から算出

した． 

 図 1 に示す対象地域全域における計算結果を図 9 に示

す．2014 年での土石流氾濫域も併せて示している．本解

析により主要な土石流氾濫域は抽出されていることが確

認できる．八木・緑井地区の範囲を対象とした場合の，

2014 年の氾濫域に対する抽出精度を表 4 に示す．実際の

崩壊開始点を与えた場合の結果を表す表 3 と比較すると，

本解析による結果では，実際よりも多くの箇所で土石流

が氾濫するものと推定されるため，氾濫域のユーザ精度

は低下し，過抽出の傾向がみられる．ただし，氾濫域の

プロデューサ精度については約 84％と実際の崩壊開始点

を与えた場合とほぼ同等の精度で抽出できていることが

わかる．また，対象地域全域における 2014年の氾濫域に

対する抽出精度を表 5 に示す．北東部の可部地区におけ

るいくつかの小規模な土石流を推定することができなか

ったこともあり，実際の氾濫域に対するプロデューサ精

度は約 74%とやや低下したが，全体としては比較的高い

精度で氾濫域を抽出できることがわかった．また，図 9

をみると，実際の土石流氾濫箇所以外の地域でも多くの

範囲が危険度の高い地域として抽出されており，被災地

と同程度の氾濫しやすさをもつ地形が広範囲に広がって

いることがわかる． 

図 9 中の青枠は，県による基礎調査によって指定され

た土石流に対する警戒区域 2, 3)を表す．本解析では土砂災

害警戒区域よりも多くの地域が危険箇所として抽出され

ており，やや過抽出の傾向がみられるが，指定されてい

る箇所の概ねカバーしていることがわかる．八木・緑井

地区における抽出された氾濫危険度の分布と土砂災害警

戒区域の比較を図 10 に示す．図からわかるように，八

木・緑井地区においては指定された警戒区域のほぼ全域

を本解析により抽出できていることが確認できる．表 4，

5 との比較のため，八木・緑井地区の警戒区域に対する

抽出精度を表 6 に，対象地域全域の警戒区域に対する抽

出精度を表 7にそれぞれ示す．なお，図 10に示すように

警戒区域は土砂が堆積する下流側のみ指定されており，

崩壊が発生する上流側は指定されていないため，本分析

では発生源周辺の上流側が非警戒区域として判別されて

しまうこととなる．このため，ここでは警戒区域に対す

るプロデューサ精度のみ議論することとする．表 6 に示

すように，八木・緑井地区の警戒区域については約 84%  

表 3 八木・緑井地区における氾濫域の抽出精度 

（2014年災害時の崩壊開始点を与えた場合） 

 
 

 
図 8 土石流発生源の推定のための斜面勾配と 

上流累積流量の閾値 

氾濫域 非氾濫域 計

氾濫域 27,517 45,321 72,838 37.8

非氾濫域 5,876 224,023 229,899 97.4

計 33,393 269,344 302,737 -

82.4 83.2 -
総合精度(%)

83.1

実際の氾濫域（ピクセル数）

Flow-Rによる

評価結果
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表 4 八木・緑井地区における氾濫域の抽出精度 

（式 8により発生源を推定した場合） 

 
 

表 5 対象地域全域における氾濫域の抽出精度 

（式 8により発生源を推定した場合） 

 

氾濫域 非氾濫域 計

氾濫域 23,745 69,403 93,148 25.5

非氾濫域 4,387 149,935 154,322 97.2

計 28,132 219,338 247,470 -

84.4 68.4 -
総合精度(%)

70.2

実際の氾濫域（ピクセル数） ユーザ精度(%)

（正答率）

Flow-Rによる

評価結果
（ピクセル数）

プロデューサ精度(%)

（抽出率）

氾濫域 非氾濫域 計

氾濫域 38,108 113,485 151,593 25.1

非氾濫域 13,500 280,155 293,655 95.4

計 51,608 393,640 445,248 -

73.8 71.2 -
総合精度(%)

71.5

実際の氾濫域（ピクセル数） ユーザ精度(%)

（正答率）

Flow-Rによる

評価結果
（ピクセル数）

プロデューサ精度(%)

（抽出率）
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図 9 対象地域全域における土石流氾濫危険度の評価結果 

 

 
図 10 八木・緑井地区における土石流氾濫危険度の評価結果と土砂災害警戒区域の比較 

氾濫危険度

High: 1.0

Low: 0.0003

土砂災害警戒区域

土石流氾濫域

3000m

氾濫危険度

High: 1.0

Low: 0.0003

土砂災害警戒区域

500m
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を抽出できている．ただし，表 7 に示すように，全域を

対象とした場合，警戒区域のプロデューサ精度は 60%強

に低下した．これは，北東部の可部地区では，八木・緑

井地区に比べて下流側の傾斜の緩やかな地域まで広く警

戒区域として指定されている箇所が多く，これらの範囲

が抽出されずに過小評価となったためである．警戒区域

は地形的特徴だけでなく，地質や土地利用状況なども考

慮して指定されることが，傾斜が緩やかな地域まで警戒

区域として指定された一因と考えられる． 

本検討では地形的要因のみから土石流の発生源を推定

したが，地質や土地利用など地形以外の要因も大きいも

のと予想される．今後は発生源の特徴やその要因につい

ても分析を進めることが必要と考えられる． 

 

６．結論 

 

 本研究では，2014 年広島市土石流災害での被災地周辺

における災害前DEMを用いて，経験的な土石流氾濫域の

予測手法を適用し，実際の氾濫域との比較から手法の都

市域に対する適用性を検討した．解析には，土砂量と氾

濫面積の関係式を用いる Laharz と崩壊地点から末端まで

の土砂の流れを計算する Flow-Rを用いた．各土石流の解

析開始地点を与えて氾濫域を求めた結果，Laharz につい

ては，比較的単純な谷地形における土石流に対しては実

際の氾濫域と近い範囲が求められたが，土石流の分岐が

発生し，多方向への土砂の流出が発生した箇所について

は，開始地点のわずかな違いや地形の変化によって推定

結果が大きく変化し，実際の氾濫域とはやや異なる結果

となることがあることがわかった．一方で，Flow-R によ

る解析では，多方向への土砂の流出を計算できるために，

広範囲への土砂の流出を計算するパラメータを用いるこ

とにより実際の氾濫域の 80%強の範囲を正しく再現でき

ることがわかった．さらに，Flow-R を用いて，事前に得

られた崩壊地点を与えることなく，DEM の地形情報のみ

から崩壊地点を予測し，それに基づき土石流氾濫域の推

定を行ったところ，実際の氾濫域の 70～80%強の範囲を

正しく抽出できることを示した．また，推定された範囲

を県が調査した土砂災害警戒区域の範囲と比較したとこ

ろ，八木・緑井地区については警戒区域の 80%強の範囲

を，対象地域全体では 60%強の範囲を抽出できることを

示した． 
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